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は　じ　め　に

　『心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療

及び観察等に関する法律』（以下，医療観察法）が 2005年

に施行されて 18年が経過した．その間，わが国の地域精

神保健医療福祉において「入院医療中心から地域生活中心

へ」という理念のもとにさまざまな施策が行われ，その結

果，精神科病院の入院期間は徐々に短縮しており，入院患

者の80％以上が入院後1年以内に退院している21）．その一

方で，退院した患者の約 4割が退院から 1年以内に再入院

しており28），非自発的入院の増加14）が課題となっている現

状がある．その課題解決のためには退院後の包括的支援が

必要だといわれてきたにもかかわらず，実際にサービス利
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　Clozapine（CLZ）治療はわが国の精神科医療全体では十分に普及したとはいえない

が，『心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律』（以

下，医療観察法）による医療においては，CLZ 治療が高い割合で行われており，医療観察

法医療の特徴の 1 つといえる．医療観察法において対応に苦慮しやすい触法精神障害者

は，治療抵抗性統合失調症に自閉スペクトラム症や知的能力障害，パーソナリティ障害，

物質関連障害を併存するいわゆる「重複障害」であり，指定通院医療への移行後を見据え

て CLZ 治療が積極的に導入されている．治療抵抗性統合失調症治療では，薬物療法に並

行して行われる心理社会的支援が重要であるが，CLZ治療は服薬アドヒアランスを改善さ

せるだけではなく，地域生活において治療同盟を良好に維持し長期的な支援の継続を可能

にする．本法における心理社会的支援では，クライシス・プランを用いた共同意思決定

（shared decision making）を重んじ，防止要因としての生活機能に着目し，スキルト

レーニングに取り組みながら，触法精神障害者の社会復帰を促進することをめざしてい

る．また，琉球病院では一般精神医療においても，医療観察法と同様に多職種チーム医療

による心理社会的支援の実践により，重度の精神障害をもつ患者の地域生活の安定を実現

している．医療観察法で取り組まれる適切な治療抵抗性の見極めとCLZ 治療の早期導入，

地域生活を見据えた多職種チームによる心理社会的支援の実践を活かすことにより，わが

国の精神科医療改革が促進されることを期待したい．

索引用語	 医療観察法，クロザピン，治療抵抗性統合失調症，重複障害，共同意思決定
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用ができていた者は 33％にとどまっており30），地域生活

の場における支援の維持は想定されるほど容易ではないと

考えられる．

　医療観察法では最終的な目標を「社会復帰の促進」と位

置づけており，その医療や支援の実践においては対象者ら

が地域社会において治療を継続し，病状再燃による再他害

行為を自ら未然に防ぐことができるようになることをめざ

している．本稿では，医療観察法において積極的に取り組

まれている clozapine（CLZ）による治療抵抗性統合失調

症治療が，地域生活の安定にどのように寄与するかについ

て報告し，CLZの一層の活用が触法精神障害者に限らず多

くの精神科医療機関が直面する課題解決につながることを

期待したい．

Ⅰ．医療観察法における治療抵抗性統合失調症と	
CLZ 治療の現状

1．	医療観察法における治療抵抗性統合失調症と重複障害

　医療観察法で生じている課題の 1つとして，指定入院医

療の長期化が挙げられる．平林らの報告5）によると，入院

の長期化傾向は続いており，2017年の推定入院日数は，中

央値 813（792～834）日，平均値 1,033（996～1,070）日

と，厚生労働省が目標としている 18ヵ月を大幅に超えて

いる．

　それでは指定入院医療の長期化に対し，指定通院医療に

おける課題にはどのようなことが挙げられるであろうか．

竹田が行った指定入院医療機関退院後の通院処遇中の対象

者の調査25）によれば，通院処遇中の重大な再他害行為の累

積発生率は 1.7％/3年であり，医療観察法施行以前にわが

国で行われた触法精神障害者の再犯研究や英国の類似先行

研究の結果と比較して低水準で推移している．加えて，対

象者の地域生活開始後 1年間の平均地域生活日数は 349.3

日であり，一般精神医療における精神病床退院後地域生活

日数である 316日と比較して長かった．また司法統計23）お

よび保護統計6）によれば，精神保健観察数に対する医療観

察法再入院者は 1％程度にとどまっている．以上から，通

院処遇における重大な再他害行為の防止やそれに伴う地域

生活の維持が実現していると考えられる．

　一方で，安藤が行った全国の指定通院医療機関の調査1）

によれば，通院処遇中に何らかの問題行動が報告された通

院対象者は，993名中 466名（46.9％）であり，決して少

ないとはいえない．また，前述した竹田の報告25）によれ

ば，通院処遇期間中 1,078名中 456名（42.3％）の対象者

が『精神保健福祉法』による入院をしていた．さらに，大

鶴が行った指定通院医療機関に対する調査22）では，指定通

院医療機関 459機関のうち過半数にあたる 229機関が，対

応が難しい事例があると回答しており，その内容としては

医療不遵守や病状不安定，頻回・長期に精神保健福祉法入

院を要する事例であるという回答が多かった．これらの報

告から，地域生活移行後の病状の不安定化や問題行動のた

めに対応に苦慮し，精神保健福祉法による入院によって最

悪の事態を回避せざるをえない対象者への治療および支援

のあり方が指定通院医療における課題の 1つであると考え

られる．

　医療観察法医療において対応に苦慮する対象者には，一

般精神医療における処遇困難患者とどのような違いがある

のだろうか．医療観察法の治療抵抗性統合失調症患者の症

状プロフィールを Lindenmayer, J. P.の 5 factor‒modelで

分けて一般精神医療の治療抵抗性統合失調症患者と比較す

ると，陽性症状は前者で有意に高かった一方で，認知症状

と陰性症状，不安抑うつ症状は有意に低かった16）．また医

療観察法の治療抵抗性統合失調症患者のうち，知的能力障

害，自閉スペクトラム症，パーソナリティ障害，物質関連

障害を併せて有する，いわゆる「重複障害」の患者は，そ

うでない者より，敵意，非協調性，興奮，緊張など，治療

関係の維持を困難にする興奮症状が有意に高かった（表

1）．

　田口は，医療観察法の再入院事例や再び重大な他害行為

を行い 2度目の医療観察法入院となった事例において重複

障害が高率であったと報告している24）．また村杉は，医療

観察法入院処遇における長期入院や行動制限を要する対応

困難な事例，いわゆる「複雑事例」に共通する傾向につい

て，重複障害，特に自閉スペクトラム症の併存を挙げてい

る19）．

　まとめると，医療観察法の治療抵抗性統合失調症患者は

一般医療の患者より残遺症状や欠陥状態の程度が軽いた

め，日常生活における直接的な支援の必要性を自覚しにく

く，そのため支援希求が乏しくなりやすいと考えられる．

さらに難治の幻覚妄想が続き，猜疑に満ちた感情や歪曲さ

れた思考が他者に向けられやすいことも加わるために，地

域では支援関係の維持がより一層困難になると推測でき

る．重複障害がある事例では，感情制御や衝動制御の困難

さなどのストレスへの脆弱性に加え，非協調性や敵意な

ど，より支援関係を阻害しやすい特徴を有するため，手厚
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い医療観察法入院医療では顕在化しなかった問題が地域移

行後に発生して支援関係の維持が困難となり，危機回避目

的の非同意入院によって解決を図らざるをえない状況に陥

ると考えられる．

　多くの場合，これらの困難な対象者は医療観察法処遇に

おいて「退院できない」のではなく，一旦退院はできるも

のの地域生活で「良い状態を維持できない」のである．今

ある自傷他害のおそれに注目した精神保健福祉法の措置入

院と医療観察法入院の違いの 1つは時間軸の長さであり，

これらの困難な対象者に対し，地域生活で治療および支援

関係を維持し安定した生活を実現するためには，入院処遇

中から退院後に起きうる課題についていかに取り組むかが

重要といえる．

2．	医療観察法におけるCLZ治療の現状

　CLZは反応性不良もしくは耐容性不良の基準を満たす，

治療抵抗性統合失調症に唯一の適応をもつ抗精神病薬であ

る．重大な有害事象として，白血球減少症，好中球減少症，

無顆粒球症，心筋炎，心筋症，糖尿病などがあり，その使

用においては定期的な血液モニタリングを含めた安全性確

保が欠かせないが，治療抵抗例に対する CLZの治療効果

は高く，国内の『統合失調症薬物治療ガイドライン』でも

治療抵抗性統合失調症に対する第一選択薬であり，その使

用が強く推奨されている20）．海外においては，CLZが攻撃

性・衝動性の改善，再発率の低さ，自殺を減らすほか，触

法精神病患者の予後を改善させる効果があるという報告も

散見され，医療観察法施行当初より CLZは本法における

治療に効果を発揮することが期待されていた8）．

　CLZは 2009年に日本で上市され，2022年 2月 28日時

点の Clozaril Patient Monitoring Service（CPMS）登録患

者は 13,714人である17）．2017年の厚生労働省の患者調

査13）では国内の統合失調症圏の総患者数は 79.2万人であ

るため，CLZ治療を受けているのは統合失調症患者全体の

1.7％程度にとどまると推定される．一方で，2017年に来

住らが行った医療観察法の指定入院医療機関に対する調

査12）では，精神科主診断が統合失調症圏である入院対象者

549名に対し，CLZ治療の経験のある対象者数は 145名で

あり，統合失調症圏の対象者のうち 26.4％が CLZ治療を

経験していた．一般精神医療に比較し，指定入院医療機関

においては際立って高い割合でCLZ治療が行われており，

医療観察法医療の特徴の 1つであるといえる．実際，筆頭

著者の勤務先である琉球病院（以下，当院）の医療観察法

病棟においては，主診断が統合失調症である対象者のうち

CLZ治療を行っている者が近年では半数以上を占めてお

り（図），最も処方率の高い抗精神病薬となっている．

Ⅱ．医療観察法における心理社会的支援と	
CLZ 治療の位置づけ

1．	服薬アドヒアランスとCLZ治療

　医療観察法の対象行為時に治療中断していた対象者は

40.7％で1），そもそもアドヒアランスに課題があった者が

多く，そのような対象者に対して内服しかできない CLZ

の使用は躊躇されることが少なくないであろう．

　CLZ治療の継続率について，CPMSデータを用いた大

規模なわが国の調査26）では，CLZ治療を受けた 8,263名の

精神経誌（2023）第 125 巻　第 12 号

表 1　医療観察法群および一般群における clozapine 治療導入前の統合失調症症状の比較

一般群
（n＝161）

医療観察法群

全症例
（n＝31）

重複障害あり
（n＝10）

重複障害なし
（n＝21）

BPRS 総得点 61.1±11.9 58.2±19.0 64.6±15.9 55.1±19.9

陽性症状 15.0±4.1 17.3±5.1a 18.2±5.8 16.8±4.8

興奮症状 13.3±4.6 14.4±6.7 19.2±5.4b 12.1±6.2

認知症状 9.5±2.6 6.6±3.0a 7.7±3.0 6.1±2.9

陰性症状 12.2±2.6 9.2±4.6a 8.9±5.0 9.4±4.5

不安抑うつ症状 11.0±3.6 8.7±4.3a 8.9±3.8 8.7±4.5

数値は mean±S.　D. にて表示．a：一般群との有意差あり（P＜0.01），b：重複障害なし群との有意
差あり（P＜0.01）．

（文献 16 より引用）
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1年継続率が 77.2％，4年継続率が 65.1％と高く，また当

院における調査では，12ヵ月で 81.7％，24ヵ月で 78.6％

とさらに高い結果であった10）．その他，カナダ27）や米国18）

など諸外国の報告も併せると，他の非定型抗精神病薬の経

口薬と比較し，最も継続率が高いといえる．

　また当院では，医療観察法通院医療中に加え，通院処遇

が終了した後の最長 5年間について，沖縄県と島根県の通

院対象者の調査を行っている．CLZ治療を受けて医療観察

法退院をした 12名では，通院処遇終了まで全例が CLZを

継続し，通院処遇終了後も中止した事例は 1名のみであっ

た．通院処遇が終了し保護観察所の関与がなくなって一般

精神医療に移行した後も，多くの事例で CLZ治療が継続

されている．

　医療観察法医療に限らず一般精神医療全般で，地域生活

における治療や支援が中心となりつつあることを踏まえる

と，地域という場で生じる治療抵抗性を評価する必要があ

り，適切に治療抵抗性を評価したうえで CLZを導入し，

その結果十分に症状をコントロールすることができれば，

服薬アドヒアランスが向上することが期待できる．そのた

め，服薬アドヒアランス不良の事例に対しては LAI治療だ

けではなく，CLZ治療の必要性を積極的に考慮する視点が

重要であると考える．

　次に治療抵抗性統合失調症治療では，CLZ治療とともに

地域生活を見据えた心理社会的支援が重要であるが，心理

社会的支援が退院後も途切れることなく長期に維持され社

会復帰を促進するためにも CLZ治療は重要な意味をもつ

と考えられる．次節以降では医療観察法で行われる心理社

会的支援とそれを支える CLZ治療について報告する．

2．	問題事象の予測と「セルフコントロール」課題・防止

要因としての生活機能

　共通評価項目は医療観察法の鑑定から入院，通院の局面

で一貫して用いられる評価ツールである．壁屋7）は，入院

対象者 572名の共通評価項目データを解析し，【衝動コン

トロール】【衝動コントロール 1）一貫性のない行動】【非

精神病性症状 3）怒り】【生活能力 4）家事や料理】【物質

乱用】【非社会性 9）性的逸脱行動】【個人的支援】の 7項

目の合計点が，医療観察法通院移行後の問題行動や暴力を

予測すると報告している．医療観察法では通常病識や内省

の深化が中心的な治療課題と見なされやすいが，この報告

によれば，それ自体が問題行動である物質乱用や性的逸脱

行動，環境要因である個人的支援以外に，地域移行後の問

題行動や暴力に関連する本人要因としては，衝動コント

ロールや怒り，そして家事や料理をしないなどの日常生活

能力の問題が挙げられている点が興味深い．

　日常生活能力については，防止要因としての側面も注目

される．医療観察法では，入院時や入院継続申請時，退院

申請時などに国際生活機能分類（International Classifica-

tion of Functioning, Disability and Health：ICF）を用い

た評価も行っているが，壁屋7）は ICFと問題事象との関連

を探る下位項目の解析結果から，以下の 6点を防止要因と

して挙げ，入院医療でトレーニングすべきスキルとしてい

特集　久保・他：医療観察法におけるクロザピン治療
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る．（ⅰ）金銭管理能力の重要性，（ⅱ）他者と距離を保つ

能力によってトラブルが回避される，（ⅲ）長期的にみた

ときには退院時の精神症状よりも健康の維持を図る能力が

重要，（ⅳ）長期的にみたときには退院時の約束事よりも

全般的に責任を全うする傾向が問題行動や暴力の抑止に効

果がある，（ⅴ）日課の維持・継続は精神保健福祉法入院

を防ぐ，（ⅵ）症状悪化による精神保健福祉法入院は対象

者が悪化時に入院に同意できる能力に依存し，必ずしも問

題の指標とはいえない．

　2019年に改訂された共通評価項目第 3版（表 2）は，通

院移行後の問題行動にかかわる衝動コントロールや日常生

活能力の重要性に着目し，両者を含めた大項目を「セルフ

コントロール」として評価するよう変更されている．医療

観察法医療の現場では，この「セルフコントロール」，つま

り自己管理能力を防止要因として地域生活で発揮できるよ

う，心理社会的治療の具体的な目標として対象者と共有さ

れている．そして，（ⅰ）自分の気分を管理すること，（ⅱ）

他者に巻き込まれないよう自分のペースを管理すること，

（ⅲ）金銭を適切に自己管理すること，（ⅳ）日課や活動を

維持管理することの 4つが有機的に連動するよう，日常的

なかかわりのなかで対象者へのフィードバックと動機づけ

を繰り返しながら，地域生活に向けた準備性を向上させる

よう働きかけている．病棟と違い地域においては，対象者

のプライベートな生活にかかわることは容易ではないた

め，なぜ生活機能に着目し支援を必要と考えるかについ

て，ケースフォーミュレーションを用いて説明し，対象者

が退院後の生活機能維持に主体的に取り組めるようにする

ことも重要である．このように「良い状態を維持する」た

めに，医師自らが生活能力評価とそのスキルトレーニング

に一歩踏み込んでかかわることは，医療観察法ならではと

いえる．

　「良い状態を維持する」には早期介入の視点も必要にな

るが，再発の初期症状は倦怠感，心気症，不安，抑うつな

ど非特異的で，再発兆候なのかどうか判然としないことが

多い4）．一方，不眠や不食，陽性症状などは急激に顕在化

するため，再発が明らかになってからでは入院回避が難し

くなる場合がある．入院に至らなくても再発に対して服薬

調整や頻回の服薬確認を行うことは対象者があまり好まな

い支援である．非特異的な再発兆候の段階で，自身でスト

レス要因を同定し状態を立て直せるよう支援することのほ

うがむしろ対象者には受け入れられやすく，支援関係の維

持にも有効である．そのため，対象者とともに「良い状態

を維持する」ことを目的として共有して，セルフモニタリ

ングを習慣的に行いながら有効な対処を入院処遇中に模索

し，地域生活で対象者自身が早期に変化に気づいて対処で

きるよう支援することが重要である．

3．	共同意思決定（SDM）とクライシス・プランの活用

　医療観察法は強制処遇であり，治療や支援を担う者はな

ぜ処遇が必要なのかという処遇根拠について対象者に説明

する責務がある．それは権利擁護のためであることは言う

までもないが，その介入自体が心理社会的支援を促進させ

ているともいえる．

　例えば，退院後の支援計画のなかには，医療観察法入院

中の対象者が裁判所から退院許可を得るためにやむをえず

受け入れたものが含まれることがある．そのために地域生

活移行後に治療者および地域支援者と対象者の間で支援目

標に「ズレ」が生じると，それが支援関係を悪化させる場

合がある．できる限りその事態を避けるため，医療観察法

では起きている問題や症状，そしてそれらに影響するスト

レス要因についてケースフォーミュレーションを用いたア

セスメントから，マネジメントプランの策定までオープン

に話し合うことを重視している．このように支援目標の

「ズレ」に折り合いをつける取り組みを根気強く続けるこ

とが，対象者の問題解決能力の向上にも寄与し，その結果

としてパーソナルリカバリーが促進されて地域生活の安定

に貢献すると考える．そのプロセスこそが共同意思決定

精神経誌（2023）第 125 巻　第 12 号

表 2　共通評価項目第 3版

「疾病治療」  1） 精神病症状
 2） 内省・洞察
 3） アドヒアランス
 4） 共感性
 5） 治療効果

「セルフコントロール」  6） 非精神病性症状
 7） 認知機能
 8） 日常生活能力
 9） 活動性・社会性
10） 衝動コントロール
11） ストレス
12） 自傷・自殺

「治療影響要因」 13） 物質乱用
14） 反社会性
15） 性的逸脱行動
16） 個人的支援

「退院地環境」 17） コミュニティ要因
18） 現実的計画
19） 治療・ケアの継続性



1045

（shared decision making：SDM）であり，その際に有用な

Conversation Aidsとしてクライシス・プランが用いられ

る．入院処遇中から通院処遇にかけて，対象者がおかれた

状況に応じて再現性や有効性を見直し，加筆修正しながら

日常的にクライシス・プランを活用することが求められて

いる．

4．	地域生活における心理社会的支援の実践を支えるCLZ

治療

　統合失調症の心理社会的支援においては患者自身の気づ

きや理解を得るだけでは行動変容は期待できない．Dolder, 

C. R.らは，統合失調症および統合失調感情障害の服薬アド

ヒアランスを改善させる方法を比較し，心理教育，行動療

法，治療意欲を高める方法の 3つの組み合わせが最も効果

が期待できる一方，心理教育単独では効果が最も少なかっ

たと報告し，そして長い介入期間と患者・治療者の関係も

重要であると指摘している2）．心理教育によって得られた

知識を服薬行動そのものや精神症状の再発などの危機的状

況における対処行動に結び付ける必要がある．そしてこれ

ら一連の支援を地域生活の場で展開し獲得された行動の般

化を促進するには，より長い介入と関係性の維持が必要で

あり，そのためには治療同盟の維持や安定した支援関係が

不可欠といえる．前述のように，重複障害を有する対象者

では，特に支援関係を阻害しやすい興奮症状を有する傾向

にあるが，CLZ治療の統合失調症症状への治療効果は，敵

意や猜疑心，非協調性への改善効果が高いという報告9）や，

他剤では十分に改善しない継続的な攻撃的行動に対し良好

な結果を示したという報告もある29）．

　支援関係が維持しにくく問題行動を繰り返す事例のなか

には，精神病症状が評価しづらく治療反応が悪いがゆえ

に，発達特性や知的能力，人格特性などの不可逆的な特性

により問題行動を繰り返す処遇困難例としてやむをえず頻

回および長期入院となっている場合が少なくない．そのよ

うな場合には治療的なニヒリズムに陥ることなく，背景に

ある精神病症状や治療抵抗性を丁寧に評価し，治療関係を

阻害しやすい興奮症状をもターゲットに据え積極的に

CLZ治療導入を検討し，地域生活を見据えた心理社会的治

療へ導くことが重要である．

Ⅲ．一般医療におけるCLZ治療の展開

　わが国の統合失調症患者の 20～30％にあたる約 15～25

万人が治療抵抗性統合失調症者と予測されており3），

CPMS登録患者数と比較すると一般精神医療において今

後もさらなる CLZ治療の普及が望まれる．

　当院では，2010年から積み上げてきた地域連携での実

績を踏まえ，沖縄県と沖縄県精神科病院協会の協力を得

て，2014年に CLZ地域連携「沖縄モデル」を正式に立ち

上げた．当院のこの取り組みは，2014年度から 2017年度

にかけて行われた厚生労働省の「難治性精神疾患地域連携

体制整備事業」のモデル地域にも選定された．「沖縄モデ

ル」では当院が拠点病院となり，県内すべての精神科病

院・クリニックから適応症例の紹介を受けて，CLZ導入の

ための入院治療を行っている．これにより，CLZ治療の必

要な患者が県内のどこに住んでいても CLZ治療を受けら

れる連携体制が実現しており，さらに連携病院に当院のマ

ニュアルやクリニカルパス，臨床経験などを提供し，連携

病院における CLZ治療の普及を全面的に支援している．

当院では 2020年 9月までにのべ 325名にCLZ治療を行っ

てきており，その半数以上を占める 185名が他の 20医療

機関からの紹介であった11）．

　そして，CLZ地域連携を支えるのが 2015年 7月に当院

で開棟した国内初の CLZ治療専門病棟（56床）である．

CLZ治療に加え，質の高い多職種チーム医療を提供してお

り，クリニカルパスに沿って，心理教育から服薬行動の獲

得までの流れを外出や外泊訓練のなかで繰り返す取り組み

を行っている．また，患者やその家族が参加する定期的な

ケア会議でケアプランを話し合いながら支援体制の構築を

図っている．その結果，地域移行後は約 9割の患者が定期

的な訪問看護を利用し，セルフモニタリングとクライシ

ス・プランを用いた協働的な疾病管理をしながら，約 5割

の患者が一般および福祉的就労に従事し，約 4割の患者が

生活訓練施設，デイケア，地域活動支援センターなどの日

中活動に参加している．このように，医療観察法医療のよ

うな手厚さがなくとも，CLZ治療を受けている患者が地域

で支援を受けながら安定した生活を維持できている．

お　わ　り　に

　2022年 4月 1日現在，指定通院医療機関数は病院と診

療所合わせて 689と指定入院医療機関数を大きく上回

り15），その多くは一般外来診療の傍らで指定通院医療を行

いながら，医療観察法入院医療で高率に行われる CLZ治

療を地域生活で引継ぎ，その実践経験を蓄積しつつある．

特集　久保・他：医療観察法におけるクロザピン治療
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また，2022年度診療報酬改定により，従来のいわゆる

「スーパー救急」病棟におけるCLZ治療の実績が現実的に

求められることとなり，今後一般精神医療においてもCLZ

治療がいっそう普及していくと予想される．多くの課題を

抱え，従来は地域生活の維持が困難だった治療抵抗性統合

失調症患者に対し，医療観察法医療で得られた知見，つま

り適切な治療抵抗性の見極めと CLZ治療，地域生活を見

据えた多職種チームによる心理社会的支援の実践を活かす

ことにより，わが国における精神科医療改革が促進される

ことを期待してやまない．

　なお，本論文に関連して開示すべき利益相反はない．
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Treatment using Clozapine within the Medical
Treatment and Supervision Act：

Therapies for Treatment‒Resistant Schizophrenia Targeting Community Care

Saiko KUBO1）, Noaya KIDA1）, Shuta MOROMI1）, Yasufumi MAEUETO1）, Taku OOTSURU2）

1）National Hospital Organization Ryukyu Hospital

2）Ryukyu Mental Clinic

　　Treatment using Clozapine has not been implemented adequately within Japan, but under 

the Medical Treatment and Supervision Act, it has become widely used. As such, it has become 

one of the go‒to methods of treatment used under this act. Mentally disordered offenders, who 

are typically difficult to treat as a result of“multiple disabilities”like, Treatment‒Resistant 

Schizophrenia（TRS）with a comorbidity like an Autism Spectrum Disorder, or an Intellectu-

al Disability, or a Personality Disorder, or a Substance‒Related Disorder, we proactively treat 

with Clozapine with an eye towards transitioning them from inpatient to community care.

　　In the case of a TRS, psychosocial support is important in addition to antipsychotic medi-

cation. Treatments using Clozapine will achieve a better and longer treatment alliance. Per-

forming psychosocial support under the Medical Treatment and Supervision Act, we have rec-

ognized the importance of Shared Decision Making in combination with a Crisis Plan, while 

also implementing skill‒training for the patients in order to improve day‒to‒day skills as a 

protection against violent risk. This, in turn, will lead them to safely live within the community. 

This is not limited to just treatments used under the Medical Treatment and Supervision Act, 

but can be applied to ordinary psychiatric treatment wherein we can implement psychosocial 

support via a Multi‒Disciplinary Team for patients with severe mental illness in community 

care.

　　It is our hope that the early and appropriate decision to implement treatments using 

Clozapine in combination with psychosocial support that targets community care under the 

Medical Treatment and Supervision Act, will promulgate the reform of the Mental Health Ser-

vices within Japan.

Authors’ abstract

Keywords Medical Treatment and Supervision Act, clozapine, treatment–resistant 

schizophrenia, multiple disabilities, shared decision making

Powered by TCPDF (www.tcpdf.org)

http://www.tcpdf.org

